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平成２５年度実施方針 

 

 

新エネルギー部 

 

 

１. 件 名：風力等自然エネルギー技術研究開発 

 

２. 根拠法 

研究開発項目① 洋上風力発電等技術研究開発 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号イ

及び第３号」 

研究開発項目② 海洋エネルギー技術研究開発 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号イ」 

研究開発項目③ 風力発電高度実用化研究開発 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号イ

及び第３号」 

 

３. 背景及び目的、目標 

２０１０年６月に改訂されたエネルギー基本計画への対応として、環境負荷が少な

い石油代替エネルギーの普及に向けた新たな技術の開発及びコスト低減・性能向上の

ための戦略的取り組みが必要とされている。  
本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤ

Ｏ」という。）が、中・長期的視野に立ち、風力発電を初めとした自然エネルギー利用

技術に係る技術開発や実証研究等を行い、風力発電等の自然エネルギーの更なる導入

促進・普及拡大、温室効果ガス排出量の削減に貢献することを目的、目標とする。  
 

４．進捗（達成）状況 

（１）平成２４年度事業内容 

研究開発項目毎の別紙に記載する。  
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（２）実績推移 

 実績額（百万円）  

（需給）  

特許出願件数  

（件）  

論文発表数  

（報）  

フォーラム等  

（件）  

年  度  ２２  

年度  

２３

年度  

２４

年度  

２２  

年度  

２３

年度  

２４

年度  

２２  

年度  

２３

年度  

２４

年度  

２２  

年度  

２３

年度  

２４

年度  

② 洋 上 風 力

発 電 技 術 研

究開発  

 

2167 

 

1435 

 

9075 

 

0 

 

5 

 

0 

 

0 

 

0 

 

1 

 

2 

 

1 

 

 

3 

 

③ 海 洋 エ ネ

ル ギ ー 技 術

研究開発  

 

― 

 

495 

 

 

1784 

 

― 

 

3 

 

12 

 

― 

 

0 

 

13 

 

― 

 

4 

 

18 

 

５．事業内容 

（１）平成２５年度事業内容 

研究開発項目毎の別紙に記載する。 

（２）平成２５年度事業規模 

需給勘定  ７，５２０百万円（当年度） 

需給勘定      ０百万円（繰越） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

６．事業の実施方式  

  研究開発項目毎の別紙に記載する。  

 

７．その他重要事項  

  研究開発項目毎の別紙に記載する。  

 

８．実施方針の改訂履歴 

（１）平成２５年８月６日 制定。  

（２）平成２５年８月３０日 改訂。  

研究開発項目②「海洋エネルギー技術研究開発」 平成２５年度事業実施体制図 

の変更 
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（別紙）  
研究開発項目①「洋上風力発電等技術研究開発」 

 

我が国は、平野部における陸上風力発電の適地が減少傾向にあり、山岳部ではアク

セス道路整備などのコスト負担が増加していることから、今後の風力発電導入拡大に

は長い海岸線の特徴を活かした洋上風力発電の導入が不可欠である。また、遠浅な海

岸線が少ないことから、着床式風力発電のみならず浮体式風力発電の導入も視野に入

れる必要がある。さらに、現状の風車技術では限界とされている５ＭＷクラスを超え

るためには革新的な技術的ブレークスルーが求められている。 

また、わが国特有の自然・社会条件のなかで洋上風力発電を普及・発展させるため

には、同じく海域を利用する港湾や航行、漁業等の利害関係者との調整、合意形成が

不可欠である。そのため、地域との共存という観点から、洋上風力発電のあり方につ

いて分析・整理し、関係する機関と連携しつつ、洋上風力発電システムの形式を含め

導入の可能性について検討することが重要である。また、日本のように深海域が広い

海域では、洋上風況を着床式の洋上風況観測タワーで観測することは、コストが高く

なることから、安価で精度よく風況観測可能な風況観測システムの確立が望まれてい

る。今後、洋上風力発電の実用化を加速していくためには、これまでの陸上風力発電

の導入拡大の取り組みを踏まえつつ、洋上風力発電を対象とした固定価格買取制度（以

下、「ＦＩＴ」）の適切な設定が期待されている。 

本事業では我が国特有の海上風特性や気象・海象条件を把握し、洋上環境影響評価

手法を検討するとともに、実際に洋上に風況観測システムや風力発電システムを設置

して性能評価等を行う。また浮体式洋上風力発電について、基礎調査を実施し、浮体

式洋上風力の実現可能性を調査・評価する。さらに革新的な超大型風力発電システム

に係る技術開発を行う。加えて、洋上風力発電の実用化を加速していくために、ウィ

ンドファームの形式や地域住民等と合意形成に必要な手段等についての検討、洋上風

況を安価でかつ精度よく観測可能な風況観測システムの開発や洋上ウィンドファーム

の発電コストに係る基礎データの取りまとめを行う。 

 

１．１ 平成２４年度（委託、共同研究）実施内容 

国立大学法人東京大学大学院 工学研究科 教授 石原孟氏をプロジェクト

リーダーとし、その下で連携を取りつつ、以下の研究開発を実施した。 

 

〔委託事業〕 

（１）洋上風力発電実証研究フィージビリティスタディ（ＦＳ）調査・評価 

本実施項目については平成２０年度で終了。 

 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

洋上風況観測システムの製作を完了し、実海域に設置した。また、生態系への

影響を評価するためのモニタリングも実施して、洋上環境影響評価手法を検討し

た。 
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ⅰ）洋上風況観測システム技術の確立 

①  洋上風況観測システムの策定 

観測タワーの工場製作とブロック組立、基礎の運搬据付、観測タワーの据付

を実施した。その後、試運転を行い、風況観測を開始した。 

②気象・海象（海上風、波浪/潮流）特性の把握・検証 

 観測開始後、実際の観測データを収集・解析することにより、風速の鉛直分

布の特性、乱流特性について、実データとＩＥＣモデルと統合解析システムと

の比較検証を開始した。 

③環境影響調査 

 観測タワーを設置した後、生態系（底生生物、海産哺乳類、漁業生物）及び

観測タワーの魚礁効果、流向流速および碓砂・洗掘、電波障害の調査を実施し

た。収集したデータを整理・解析し、構造物設置前後のデータを比較すること

により、環境影響評価をまとめた。 

ⅱ）環境影響評価手法の確立等 

 洋上風況観測システム実証研究及び洋上風力発電システム実証研究において

地元関係機関（自治体や漁協関係者等）との協議に基づき実施している環境調

査項目や取得データを踏まえると共に、我が国の気象・海象条件や社会条件を

考慮したケーススタディーを実施するなどして、環境影響評価手法や課題を整

理した。 

 

（３）海洋エネルギー先導研究 

本実施項目は、平成２２年度で終了。 

 

（４）浮体式洋上風力発電に係る基礎調査 

 本実施項目は、平成２３年度で終了。 

 

（５）洋上ウィンドファーム・フィージビリティスタディ（ＦＳ） 

本実施項目は、平成２３年度で終了。 

 

〔共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（６）洋上風力発電システム実証研究 

洋上風力発電システムの製作を完了し、実海域に設置した。また、洋上風況観

測システム実証研究と協調しながら、生態系への影響を評価するためのモニタリ

ングも実施して、洋上環境影響評価を取りまとめた。 

ⅰ）国内の洋上環境に適した洋上風力発電システムの開発 

洋上風力発電システムの基礎の運搬据付、風車の据付を実施した。その後、

試運転を行い、発電を開始した。 

ⅱ）洋上風力発電システムの保守管理技術の開発 

メンテナンス高度化装置、運転制御装置及び運転監視装置による検証を開始

した。 
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ⅲ）環境影響調査 

平成２３年に作成した詳細計画に基づき、設置前調査及び供用中調査を実施

した。 

 

１．２ 平成２４年度（助成）事業内容 

〔助成事業（ＮＥＤＯ負担率：１／２以内）〕 

（７）超大型風力発電システム技術研究開発 

油圧ドライブトレイン（試験用２．４ＭＷ）の工場内での調整試験を実施した。

調整試験を完了させた油圧ドライブトレインを実機風車（２．４ＭＷ）に搭載し、

適用性について確認した。７ＭＷの油圧ドライブトレインの詳細設計と材料・部

品を手配した。１６０ｍ超級の翼型（モールド＝雌型）の手配と試験用翼の製作

を開始した。 

 

  

２．１ 平成２５年度（委託、共同研究）実施内容 

国立大学法人東京大学大学院 工学研究科 教授 石原孟氏をプロジェクト

リーダーとし、その下で連携を取りつつ、以下の研究開発を実施する。 

 

〔委託事業〕 

（１）洋上風力発電実証研究フィージビリティスタディ（ＦＳ）調査・評価 

本実施項目については平成２０年度で終了。 

 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

実海域に設置した洋上風況観測システムを利用する。また、24年度に引き続き、

生態系への影響を評価するためのモニタリングを実施し、複数年度に亘って洋上

環境影響評価手法を検討する。 

ⅰ）洋上風況観測システム技術の確立 

①気象・海象（海上風、波浪/潮流）特性の把握・検証 

 24 年度に引き続き、観測を継続し、複数年度に亘って、実際の観測データを

収集・解析することにより、風速の鉛直分布の特性、乱流特性について、実デー

タとＩＥＣモデル及び統合解析システムとの比較検証を行う。 

②環境影響調査 

 24 年度に引き続き、生態系（底生生物、海産哺乳類、漁業生物）及び観測タ

ワーの魚礁効果、流向流速および碓砂・洗掘、電波障害の調査を、複数年度に

亘って実施する。収集したデータを整理・解析し、構造物設置前後のデータを

比較することにより、環境影響評価をまとめる。 

ⅱ）環境影響評価手法の確立等 

 24 年度に引き続き、洋上風況観測システム実証研究及び洋上風力発電システ

ム実証研究において継続的に実施している環境調査項目やデータを取得して、

環境影響評価手法や課題を整理する。 
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（３）海洋エネルギー先導研究 

本実施項目は、平成２２年度で終了。 

 

（４）浮体式洋上風力発電に係る基礎調査 

 本実施項目は、平成２３年度で終了。 

 

（５）洋上ウィンドファーム・フィージビリティスタディ（ＦＳ） 

本実施項目は、平成２３年度で終了。 

 

（６）地域共存型洋上ウィンドファーム基礎調査 

基本計画に基づき公募により委託先を選定し、以下の研究開発を実施する。風

況、水深、離岸距離、社会的制約条件等から比較的、洋上風力発電に適した海域

を抽出する。 

 

〔共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（７）洋上風力発電システム実証研究 

実海域に設置した洋上風力発電システムを利用する。また、24年度に引き続き、

洋上風況観測システム実証研究と協調しながら、生態系への影響を評価するため

のモニタリングを複数年度に亘って実施し、洋上環境影響評価を取りまとめる。 

ⅰ）国内の洋上環境に適した洋上風力発電システムの開発 

24 年度に引き続き、実海域に設置した洋上風力発電システムから、複数年度

に亘ってデータを取得する。 

ⅱ）洋上風力発電システムの保守管理技術の開発 

24 年度に引き続き、メンテナンス高度化装置、運転制御装置及び運転監視装

置による検証を複数年度に亘って行う。 

ⅲ）環境影響調査 

平成２３年に作成した詳細計画に基づき、複数年度に亘って、設置後の調査

を実施する。 

（８）洋上風況観測技術開発 

基本計画に基づき公募により共同研究先を選定し、以下の研究開発を実施する。

ブイや浮体等の設計と動揺補正機能を持つリモートセンシング技術等を検証する。 

 

２．２ 平成２５年度（助成）事業内容 

〔助成事業（ＮＥＤＯ負担率：１／２以内）〕 

（９）超大型風力発電システム技術研究開発 

油圧ドライブトレイン（７ＭＷ）の工場内での調整試験を実施する。調整試験

を完了させた油圧ドライブトレインと１６０ｍ超級のブレードを実証風車（７Ｍ

Ｗ）に搭載し、運転データ分析・評価する。 

（10）着床式洋上ウィンドファーム開発支援事業 

基本計画に基づき公募により助成事業先を選定し、以下の研究開発を実施する。

対象海域において、海域調査、風況評価等を実施する。 



7 
 

 

＜助成要件＞ 

① 助成対象事業者 

助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学

等の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。

なお、国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設

等の活用または国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国

外企業等との連携により実施することができる。）とする。 

② 助成対象事業 

以下の要件を満たす事業とする。 

１）助成対象事業は、基本計画に定められている研究開発計画の内、助成事業と

して定められている研究開発テーマの実用化開発であること。 

２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ラ

イセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を

通じ、我が国の経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、

具体的に説明を行うこと。（我が国産業の競争力強化及び新規産業創出・新規起

業促進への貢献の大きな提案を優先的に採択します。） 

③ 審査項目 

・事業者評価 

  技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎）、

経理等事務管理／処理能力 

・事業化評価（実用化評価） 

  新規性（新規な開発又は事業への取り組み）、市場創出効果、市場規模、社会

的目標達成への有効性（社会目標達成評価） 

・企業化能力評価 

  実現性（企業化計画）、生産資源の確保、販路の確保 

・技術評価 

  技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保有

特許等による優位性、技術の展開性、製品化の実現性、重要技術課題との整合

性 

・社会的目標への対応の妥当性 

 

＜助成条件＞ 

①研究開発テーマの実施期間 

２年を限度とする。 

（必要に応じて延長する場合がある。） 

②研究開発テーマの規模・助成率 

ⅰ）助成額 

平成２５年度の年間の助成金の規模は７５０百万円程度とする。 

ⅱ）助成率 

１／２ 以内 
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３．事業の実施方式  
３．１ 公募  
（１）掲載する媒体  

「ＮＥＤＯホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」に掲載する。  
 
（２）公募開始前の事前周知  

公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで予告を行う。本事業は、ｅ－Ｒ

ａｄ対象事業であり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も併せて行う。  
 

（３）公募時期・公募回数  
平成２５年８月中旬。  

 
（４）公募期間  

原則３０日間とする（ただし、委託予定額が２０百万円を超えない場合は１４

日以上とする）。  
 

（５）公募説明会  
平成２５年８月中旬。  

 
３．２ 採択方法  
（１）審査方法  

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。  
委託事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが設置

する審査委員会（外部有識者で構成、非公開）で行う。審査委員会において提案

書の内容に係る評価を行い、本事業の目的の達成に有効と認められる委託事業者

を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて委託事業者を決定する。  
提案者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。  
審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。  

 
（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間  

４５日間とする。  
 

（３）採択結果の通知  
採択結果については、ＮＥＤＯから提案者に通知する。なお、不採択の場合は、

その明確な理由を添えて通知する。  
 
（４）採択結果の公表  

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。  
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４．その他重要事項  
４．１ 評価の方法  

ＮＥＤＯは、研究開発に係る技術動向、政策動向や進捗状況等を考慮した上で、

外部有識者による研究開発の自主中間評価を必要に応じて実施し、プロジェクト

の見直しを迅速に行う。なお、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の事後評

価を事業終了後に実施する。  
 
 ４．２ 運営・管理  

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外

の研究開発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の

進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画

の見直しを弾力的に行うものとする。  
 

５．スケジュール 

･地域共存型洋上ウィンドファーム基礎調査 

平成２５年８月下旬・・・・・公募開始  

８月下旬・・・・・公募説明会  

９月下旬・・・・・公募締切 

１０月下旬・・・・・採択決定及び通知  

 

･洋上風況観測技術開発 

平成２５年８月下旬・・・・・公募開始  

８月下旬・・・・・公募説明会  

９月下旬・・・・・公募締切 

１０月下旬・・・・・採択決定及び通知  

 

･着床式洋上ウィンドファーム開発支援事業 

平成２５年８月下旬・・・・・公募開始  

８月下旬・・・・・公募説明会  

９月下旬・・・・・公募締切 

１０月下旬・・・・・採択決定及び通知  
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平成２５年度事業実施体制図 

①「洋上風力発電等技術研究開発」  

（２）洋上風況観測システム実証研究 

 

【実施体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）洋上風力発電システム実証研究 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

プロジェクトリーダー：石原孟（東京大学大学院工学系研究科教授） 

 

東京電力株式会社  
 

 

・ 研究実施場所： 

本店技術開発研究所（神奈川

県横浜市） 

 

・ 研究項目： 

  洋 上 風 況 観 測 システムの

設計と建設  

  洋 上 風 況 と波 浪 の観 測 と

特性把握  

  環境影響調査  

 

 

主要研究員：石原孟  

 

・ 研究実施場所： 

東 京 大 学 大 学 院 工 学 系 研 究

科（東京都文京区）  

・ 研究項目： 

  洋上風況と波浪の数値シミ

ュレーション手法の検証と高

度化  

委託  

電源開発株式会社  
 

 

・ 研究実施場所： 

本店（東京都中央区）  

・ 研究項目： 

  研究の全体統括  

  洋上風況観測システムの設計  

  洋上風況と波浪の観測と特性把

握  

  環境影響調査  

 

 

 

 

 

 

 

・ 研究実施場所： 

本社（東京都千代田区）  

 

・ 研究項目： 

  国内外の環境影響評価手

法の取りまとめ  

  環境影響評価項目の設定  

  評価委員会の運営  

 （独）港湾空港技術研究所  
 

・ 研究実施場所：  

研究所（神奈川県横須賀市）  

・ 研究項目：  

 洋上風況と波浪の数値シミュレーシ

ョン手法の検証  
 

伊藤忠テクノソリューションズ

（株）  

 

・ 研究実施場所：  

霞ヶ関オフィス（東京都千代田区）  

・ 研究項目：  

  洋上風況観測システムの詳細設

計  

  洋 上 風 況 と 波 浪 の 数 値 シ ミ ュ

レーション手法の検証  

  洋上風況と波浪の観測と特性把

 

芙蓉海洋開発株式会社  
 

 

・ 研究実施場所： 

本社（東京都台東区）  

・ 研究項目： 

  調査時期の設定  

  調査方法の設定  

  影響・予測手法の設定  

 

 

洋上風況観測システム技術の確立  環境影響評価手法の確立等  

イー・アンド・イーソリ
ューションズ株式会社  
 

東京大学大学院工学系
研究科社会基盤学専攻  
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平成２５年度事業実施体制図 

①「洋上風力発電等技術研究開発」  

（６）洋上風力発電システム実証研究 

 

 

ＮＥＤＯ  

指示・協議  

プロジェクトリーダー  

・所  属  東京大学大学院工学系研究科  

・役職名  教  授  

・氏  名  石原  孟  

 

【再委託先】  

共同研究 

（NEDO 負担率 2/3） 

 

国立大学法人東京大学  

三菱重工業株式会社  

鹿島建設株式会社  

東京電力株式会社  

【再委託先】   

五洋建設株式会社  

株式会社日本製鋼所  

新日鉄エンジニアリング株式会

 

電源開発株式会社  

（洋上風力発電システムの施工方法の開発）  

（洋上風力発電支持構造 (鋼構造 )の  

設計方法の開発）  

（洋上風車及び保守管理技術の開発）  

共同研究 

（NEDO 負担率 2/3） 

 

（洋上風力発電システムの設計・開発、  

運転管理技術の開発及び環境影響調査）  

（洋上風車と基礎の開発、

施工、環境影響調査）  

（風車・基礎系の動的解析）  

（基礎（風車、観測タワー）の開発）  

（洋上風車の開発、運転保守技術の開発）  
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平成２５年度事業実施体制図 

①「洋上風力発電等技術研究開発」  

（７）超大型風力発電システム技術研究開発 

 

 

  

ＮＥＤＯ  

助成（NEDO 負担率 １ /２） 

三菱重工業株式会社   

研究項目：  

  ドライブトレイン開発  

  長翼開発（開発・試作、荷重試験）  

  遠隔監視システム開発（開発・試作、機能試験）  
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（別紙）  
研究開発項目②「海洋エネルギー技術研究開発」 

 

 海洋エネルギー技術は世界的に未だ市場が形成されておらず、研究開発にとどまっ

ている状況である。その要因としては、発電コストが高いことなどがあげられる。 

 本事業では、波力や潮流等を中心とした実証研究や要素技術開発を実施し、発電技

術を確立する。そして海洋エネルギー発電の導入や我が国企業の国際競争力の強化に

資することを目的とする。 

 

１．平成２４年度（委託、共同研究）事業内容 

〔共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究 

 ⅰ）フィージビリティスタディ 

 実証候補地の詳細調査、現地工事計画、水槽試験の結果や発電システムの基本設

計等を踏まえ、性能や信頼性の妥当性評価、コスト試算による事業性評価を実施し

た。  
 

〔委託事業〕 

（２）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発  
 シミュレーション技術の開発、実海域の自然条件等の調査、国内外の動向調査や

事業性の評価手法を検討した。また、係留や発電システムの概念設計を継続し、小

型装置による陸上試験や水槽試験などを実施し、要素技術の評価や事業性評価を実

施した。  
 

（３）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究  
 海洋エネルギー発電システムの発電コスト、発電効率や発電特性の性能・信頼性

を評価する手法についてとりまとめた。 

 

 

２．平成２５年度（委託、共同研究）事業内容 

〔共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究  
ⅰ）フィージビリティ・スタディ 

平成２４年度に引き続き、実証候補地の詳細調査、現地工事計画の作成、水槽試

験の結果や発電システムの基本設計等を踏まえ、性能や信頼性の妥当性評価、コス

ト試算による事業性評価を継続する。また、必要に応じて追加公募を実施する 

ⅱ）発電システム実証研究 

 平成２４年度に引き続き、デバイスの性能や信頼性の妥当性評価、コスト試算に

よる事業性評価を継続する。また、施工・設置方法の検討、実証候補地の地元関係

者との合意形成、実証海域の詳細調査等を進め、実証機の設計・製作を開始する。 
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〔委託事業または共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（２）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発  
 平成２４年度に引き続き、シミュレーション技術の開発、実海域の自然条件等の

調査、国内外の動向調査、事業性の評価を継続する。要素技術開発においては、発

電装置の高効率化及び耐久性の向上、メンテナンス性の向上等に関する研究開発を

実施する。また、水槽試験等により、発電性能、制御や係留の信頼性等の試験・評

価を行う。なお、必要に応じて追加公募を実施する。 

 
〔委託事業〕  
（３）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究  

国内における海洋エネルギーのポテンシャルについて実海域の観測データとシミ

ュレーションデータ等を活用し詳細な調査を実施し、情報基盤を整備する。なお、

必要に応じて追加公募を実施する。 

 
３．事業の実施方式  

３．１ 公募  
（１）掲載する媒体  

「ＮＥＤＯホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」に掲載する。  
 

（２）公募開始前の事前周知  
公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで予告を行う。本事業は、ｅ－Ｒ

ａｄ対象事業であり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も併せて行う。  
 

（３）公募時期・公募回数  
平成２５年９月上旬。  

 
（４）公募期間  

原則３０日間とする（ただし、委託予定額が２０百万円を超えない場合は１４

日以上とする）。  
 

（５）公募説明会  
平成２５年９月中旬。  

 
３．２ 採択方法  
（１）審査方法  

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。  
委託事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが設置

する審査委員会（外部有識者で構成、非公開）で行う。審査委員会において提案

書の内容に係る評価を行い、本事業の目的の達成に有効と認められる委託事業者

を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて委託事業者を決定する。  
提案者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。  
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審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。  
 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間  
４５日間とする。  

 
（３）採択結果の通知  

採択結果については、ＮＥＤＯから提案者に通知する。なお、不採択の場合は、

その明確な理由を添えて通知する。  
 

（４）採択結果の公表  
採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。  

 
 

４．その他重要事項 

（１）評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の

技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発

の中間評価を平成２５年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じプ

ロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期について

は、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、

前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

（２）運営・管理  

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の

研究開発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗

状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直

しを弾力的に行うものとする。 

 

５．スケジュール 

･海洋エネルギー発電システム実証研究  
平成２５年９月上旬・・・・・公募開始  

９月中旬・・・・・公募説明会  

１０月中旬・・・・・公募締切  

１１月中旬・・・・・採択決定及び通知  

 

･次世代海洋エネルギー発電技術研究開発  
平成２５年９月上旬・・・・・公募開始  

９月中旬・・・・・公募説明会  

１０月中旬・・・・・公募締切  

１１月中旬・・・・・採択決定及び通知  
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･海洋エネルギー発電技術共通基盤研究  
平成２５年９月上旬・・・・・公募開始  

９月中旬・・・・・公募説明会  

１０月中旬・・・・・公募締切  

１１月中旬・・・・・採択決定及び通知  

  



17 
 

 

平成２５年度事業実施体制図 

②「海洋エネルギー技術研究開発」  

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究 

NEDO

・波力発電（越波式波力発電）
・実証研究

協立電機（株） 波力用電機、インバータの開発

市川土木(株) 波力発電装置躯体の研究開発

いであ（株） 海洋構造物への生物付着防止対策

三井海洋開発（株）

・潮流発電（浮体式 潮流発電）
・実証研究

東海大学 越波量の理論的検討、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ開発

再委託

東京大学 波況及び流況の解析、発電システムの動

的解析

再委託

(独)海洋研究開発機構 多重共振機構における

変換性能に与えるスケール効果の影響解析

佐賀大学 二次変換システムの最適化

再委託

三菱重工鉄構エンジニアリング(株)

東亜建設工業(株)

・波力発電（空気タービン式波力発電）
・実証研究

(独)港湾空港技術研究所 波エネルギー吸収

港湾構造の評価

日本大学 一次変換システムの最適化

日立造船(株)

(株)ジャイロダイナミクス

・波力発電（ジャイロ式波力発電）
・実証研究

沖縄電力(株) 実海域選定に係るFS、発電コストの

試算、系統連系調査、事業化評価

沖縄新エネ開発(株) 実海域選定に係るFS、関

連法規・許認可手続き調査、現地工事や管理

再委託

川崎重工業(株)

・潮流発電（着定式潮流発電）
・実証研究

2/3
共同
研究

プロジェクトリーダー
横浜国立大学 名誉教授
亀本 喬司

指示・協議

三井造船(株）

・波力発電機械式波力発電）
・実証研究

五洋建設（株） 据付け工法の検討
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平成２５年度事業実施体制図 

②「海洋エネルギー技術研究開発」  

（２）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発  

NEDO

委託
研究

東京大学 全体システム、ロータブレード強度検討

九州大学 発電量と強度検討に必要な潮流計測

佐世保重工業（株） 構造物、陸上ベンチ試験

再委託
第一電気（株） 油圧発電装置の制御ロジック開発

・潮流発電（油圧式潮流発電）
・要素技術開発（ツインロータ、油圧制御）

広島工業大学 流体シミュレーション

（株）ナカシマプロペラ 潮流発電タービン

五洋建設（株） 橋脚下発電施設の基礎開発

・潮流発電（橋脚利用式潮流発電）
・要素技術開発（潮流発電タービン、基礎構造）

再委託
イームル工業（株） 小型発電機の開発

(株)IHI

(株)三井物産戦略研究所

・海流発電（水中浮遊式海流発電）
・要素技術開発（浮体・係留、タービン発電機）

(株)東芝

東京大学

・海洋温度差発電
・要素技術開発（熱交換器）

佐賀大学

神戸製鋼所（株）

プロジェクトリーダー
横浜国立大学 名誉教授
亀本 喬司

指示・協議
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（別紙）  
研究開発項目③「風力発電高度実用化研究開発」 

 

我が国においては、近年、再生可能エネルギー導入の気運が高まり、中長期的に風

力発電を大量に導入すること等が期待されている。そのためには、発電コストの低減、

性能向上等の課題を克服し、更なる風力発電の導入を促進する必要がある。 

また、我が国の風力発電の設備利用率は全国平均で２０％弱にとどまり、諸外国に

比べ低い水準にある。そのため設備利用率向上に資する部品開発やメンテナンス技術

を確立し、諸外国と同程度以上に設備利用率を向上することは、技術的に極めて重要

な課題である。 

これらの問題を解決するため、風車の事故・箇所の診断のみならず、故障の予知や

各種部品等の寿命を予測し、故障・事故に係る費用の削減とともに、メンテナンス費

用を削減することが求められている。更に高性能化を実現する部材や部品、コンポー

ネント開発等を支援することは、我が国における風力発電の導入を促進することに寄

与するのみならず、我が国企業の国際競争力を強化し、国際市場獲得に資するもので

ある。 

本事業では、発電コスト低減に向けて、先進的な次世代の大型風車に適用可能な風

車部品やメンテナンス技術を高度化する実用化開発を総合的に実施することで、陸上

風力発電及び洋上風力発電に関する風車の性能や設備利用率を向上させる。 また、

１０ＭＷ超級風車の実現可能性を評価する。 

 

１．１ 平成２５年度（委託）実施内容 

〔委託事業〕 

（１）１０ＭＷ超級風車の調査研究 

基本計画に基づき公募により委託先を選定し、以下の研究開発を実施する。 

１０ＭＷ級以上の調査研究を行い、発電機等を含むシステム全体の実現可能性

を評価する。 

 

〔委託事業〕 

 （２）－１ スマートメンテナンス技術研究開発 

基本計画に基づき公募により委託先を選定し、以下の研究開発を実施する。メ

ンテナンス技術開発の基礎となる故障事故及びメンテナンス技術の調査分析を行

う。 

 

１．２ 平成２５年度（助成事業）事業内容 

〔助成事業（ＮＥＤＯ負担率：１／２）〕 

（２）－２ スマートメンテナンス技術研究開発 

基本計画に基づき公募により助成事業先を選定し、以下の研究開発を実施する。

故障事故及びメンテナンス技術の調査結果等をもとに、メンテナンスシステムの

設計や技術開発を実施する。 
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＜助成要件＞ 

① 助成対象事業者 

助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学

等の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。

なお、国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設

等の活用または国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国

外企業等との連携により実施することができる。）とする。 

② 助成対象事業 

以下の要件を満たす事業とする。 

１）助成対象事業は、基本計画に定められている研究開発計画の内、助成事業と

して定められている研究開発テーマの実用化開発であること。 

２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ラ

イセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を

通じ、我が国の経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、

具体的に説明を行うこと。（我が国産業の競争力強化及び新規産業創出・新規起

業促進への貢献の大きな提案を優先的に採択します。） 

③ 審査項目 

・事業者評価 

  技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎）、

経理等事務管理／処理能力 

・事業化評価（実用化評価） 

  新規性（新規な開発又は事業への取り組み）、市場創出効果、市場規模、社会

的目標達成への有効性（社会目標達成評価） 

・企業化能力評価 

  実現性（企業化計画）、生産資源の確保、販路の確保 

・技術評価 

  技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保有

特許等による優位性、技術の展開性、製品化の実現性、重要技術課題との整合

性 

・社会的目標への対応の妥当性 

 

＜助成条件＞ 

①研究開発テーマの実施期間 

   ３年を限度とする。 

  （必要に応じて延長する場合がある。） 

②研究開発テーマの規模・助成率 

ⅰ）助成額 

平成２５年度の年間の助成金の規模は４００百万円程度とする。 

ⅱ）助成率 

１／２ 以内 
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（３）風車部品高度実用化開発 

基本計画に基づき公募により助成事業先を選定し、以下の研究開発を実施する。

先進的な次世代風車に適用可能な発電機や主要コンポーネント等の性能向上や

メンテナンス性向上を目的とした部材・コンポーネントの基本設計、詳細設計等

を実施する。 

 

＜助成要件＞ 

① 助成対象事業者 

助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学

等の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。

なお、国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設

等の活用または国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国

外企業等との連携により実施することができる。）とする。 

② 助成対象事業 

以下の要件を満たす事業とする。 

１）助成対象事業は、基本計画に定められている研究開発計画の内、助成事業と

して定められている研究開発テーマの実用化開発であること。 

２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ラ

イセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を

通じ、我が国の経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、

具体的に説明を行うこと。（我が国産業の競争力強化及び新規産業創出・新規起

業促進への貢献の大きな提案を優先的に採択します。） 

③ 審査項目 

・事業者評価 

  技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎）、

経理等事務管理／処理能力 

・事業化評価（実用化評価） 

  新規性（新規な開発又は事業への取り組み）、市場創出効果、市場規模、社会

的目標達成への有効性（社会目標達成評価） 

・企業化能力評価 

  実現性（企業化計画）、生産資源の確保、販路の確保 

・技術評価 

  技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保有

特許等による優位性、技術の展開性、製品化の実現性、重要技術課題との整合

性 

・社会的目標への対応の妥当性 

 

＜助成条件＞ 

①研究開発テーマの実施期間 

３年を限度とする。 

（必要に応じて延長する場合がある。） 
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②研究開発テーマの規模・助成率 

ⅰ）助成額 

平成２５年度の年間の助成金の規模は１，４００百万円程度とする。 

ⅱ）助成率 

１／２ 以内 

 

２．事業の実施方式  
２．１ 公募  
（１）掲載する媒体  

「ＮＥＤＯホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」に掲載する。  
 

（２）公募開始前の事前周知  
公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで予告を行う。本事業は、ｅ－Ｒ

ａｄ対象事業であり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も併せて行う。  
 

（３）公募時期・公募回数  
平成２５年８月下旬。  

 
（４）公募期間  

原則３０日間とする（ただし、委託予定額が２０百万円を超えない場合は１４

日以上とする）。  
 

（５）公募説明会  
平成２５年９月上旬。  

 
２．２ 採択方法  
（１）審査方法  

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。  
委託事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが設置

する審査委員会（外部有識者で構成、非公開）で行う。審査委員会において提案

書の内容に係る評価を行い、本事業の目的の達成に有効と認められる委託事業者

を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて委託事業者を決定する。  
提案者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。  
審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。  

 
（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間  

４５日間とする。  
 

（３）採択結果の通知  
採択結果については、ＮＥＤＯから提案者に通知する。なお、不採択の場合は、

その明確な理由を添えて通知する。  
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（４）採択結果の公表  

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。  
 
３．その他重要事項  

３．１ 評価の方法  
ＮＥＤＯは、研究開発に係る技術動向、政策動向や進捗状況等を考慮した上で、

外部有識者による研究開発の自主中間評価を必要に応じて実施し、プロジェクト

の見直しを迅速に行う。なお、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の事後評

価を事業終了後に実施する。  
 
 ３．２ 運営・管理  

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外

の研究開発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の

進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画

の見直しを弾力的に行うものとする。  
 
４．スケジュール 

･１０ＭＷ超級風車の調査研究 

平成２５年８月下旬・・・・・公募開始  

９月上旬・・・・・公募説明会  

９月下旬・・・・・公募締切 

１０月下旬・・・・・採択決定及び通知  

 

･スマートメンテナンス技術研究開発 

平成２５年８月下旬・・・・・公募開始  

９月上旬・・・・・公募説明会  

９月下旬・・・・・公募締切 

１０月下旬・・・・・採択決定及び通知  

 

･風車部品高度実用化開発 

平成２５年８月下旬・・・・・公募開始  

９月上旬・・・・・公募説明会  

９月下旬・・・・・公募締切 

１０月下旬・・・・・採択決定及び通知  
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